




The survey of advisers concerning care manager's care management













Summary：It is thought that being able to have an adviser to solve problems when a care manager is 
advancing in care management, leads to appropriate support to the user.  Then, to clarify who care 
managers consult with about care management situations, a questionnaire survey was conducted for care 
managers who work at a Designated In-Home Long-Term Care Support Providers in the Prefecture X.  As 
a result, there is a tendency that shows a difference in personal attributes of care managers resulting in 
different personal attributes of advisers. It is also found that advisers are occurring centering colleagues 
or superiors at a workplace and outside the workplace.  Also, a relationship with advisers occurring 
inside and outside the workplace is different, and a connectedness by intimacy is seen in persons outside 
the workplace.  However, it is suggested that intimacy cannot be a factor in selecting advisers.  Factors 
contributing to connectedness with various advisers are indicated by the age of care managers is high.  
They have several advisers and persons outside the workplace acting as advisers.  Having persons 
outside the workplace as advisers is to construct a relationship with advisers accumulating some business 
experience, which requires some extent of time.
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表１．相談相手の属性と相談相手との関係性　　　　　　　　　　　(n=503)
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<.01）、「10年以上」（ｒ=-.102,ｐ<.01）、「個人的にと
ても親しい」（ｒ=-.194,ｐ<.01）であった。介護支
援専門員の人数が多いと、職場の同僚や上司とい
った職場内の者を相談相手とし、接触頻度もほぼ
毎日で、相談相手との関係性も仕事でのみ交流す
る関係が増加する傾向がわかった。加えて、相談
相手の年代も50代が増加する傾向が認められた。
　「勤務形態」との分析結果から正の相関が認めら
れたのは、「職場の部下（後輩）」（ｒ=-.092,ｐ<.05）
であった。負の相関が認められたのは、「以前の職
場同僚」（ｒ=-.099,ｐ<.05）であった。
４．相談相手の関係９種類と相談相手との関係性
　職場の上司や同僚といった相談相手の関係９種
類と接触頻度や親しさといった相談相手との関係
性について相関分析を行った（表３）。分析を行う
にあたっては、介護支援専門員があげた相談相手
の人数に占める相談相手の関係９種類および相談
相手との関係性の比率を用いた。
　「接触頻度」については、「職場の同僚」、「職場
の上司」が「ほとんど毎日」と１%水準で正の相
関を認め、「少なくとも週１回」、「少なくとも月１
回」、「年に数回」との間では負の相関を認めた。他
方、「以前の職場同僚」、「以前の職場上司」、「他事
業者」、「友人」、「その他」は、「ほとんど毎日」と
の間に１%水準で負の相関を認めた。また、職場
外の者と「少なくとも週１回」、「少なくとも月１
回」、｢年に数回｣との間では、正の相関を認める項
目があった。こうした結果から、相談相手が同僚
表２．介護支援専門員の個人属性と相談相手との相関係数　　　　　　　　　(n=503)
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や上司といった同じ職場の者だと毎日会い、以前
の職場や他事業者、友人、その他の相談相手とは、
少なくとも週１回や少なくとも月１回というよう
に接触頻度が少なくなる傾向がわかった。
　「知り合ってからの期間」については、「２年未
満」と正の相関が認められたのは、「職場の上司」
（ｒ=.090,ｐ<.05）、「以前の職場同僚」（ｒ=.095,ｐ
<.05）、「以前の職場部下（後輩）」（ｒ=.095,ｐ<.05）
であった。「４年未満」と正の相関が認められたの
は、「以前の職場の上司」（ｒ=.109,ｐ<.05）であっ
た。「５年未満」との間では、正の相関が「他事
業者」（ｒ=.102,ｐ<.05）、負の相関が「職場の上司」
（ｒ=.-112,ｐ<.05）に認められた。「10年以上」と正
の相関が認められたのは、「職場の部下（後輩）」
（ｒ=.119,ｐ<.05）、「他事業者」（ｒ=.171,ｐ<.01）、「友
人」（ｒ=.146,ｐ<.01）であり、負の相関が認められ
たのは、「職場の同僚」（ｒ=-.117,ｐ<.01）「職場の
上司」（ｒ=-.153,ｐ<.01）であった。このことから、
職場外の者とは、職場内の者と比べて、つき合い
が長い傾向がわかった。
　「親しさ」の「仕事でのみ交流」に正の相関が認
められたのは、「職場の上司」（ｒ=.174,ｐ<.01）の
みであり、負の相関が認められたのは、「以前の職
場同僚」（ｒ=-.225,ｐ<.01）、「以前の職場上司」（ｒ
=-.118,ｐ<.01）、「以前の職場部下（後輩）」（ｒ=-.140,
ｐ<.01）、「友人」（ｒ=-.215,ｐ<.01）、「その他」（ｒ
=-.096,ｐ<.05）の５項目であった。他方で、「個人
的にとても親しい」と正の相関が認められたのは、
「以前の職場同僚」（ｒ=.128,ｐ<.01）、「以前の職場
上司」（ｒ=.180,ｐ<.01）、「以前の職場部下（後輩）」
（ｒ=.123,ｐ<.01）、「他事業者」（ｒ=.119,ｐ<.01）、「友
人」（ｒ=.312,ｐ<.01）、「その他」（ｒ=.156,ｐ<.01）で
あった。負の相関が認められたのは、「職場の同
僚」（ｒ=.-163,ｐ<.01）、「職場の上司」（ｒ=.-177,ｐ
<.01）であった。「個人的に親しい」との間では、
「以前の職場同僚」（ｒ=.233,ｐ<.01）に正の相関が
認められた。このことから、同じ職場の相談相手
とは、個人的に親しい関係は少なく、仕事でのみ
の関係であること。また、以前の職場などの職場
外の相談相手とは、個人的に親しい関係である傾
向がわかった。
５．相談相手の多様性
　多様な相談相手を持つことができる要因につい
て把握するために、相談相手との関係の種類数を
「１．２種類」（= ０）と「３種類以上」（= １）の２
群に分けて従属変数とし、介護支援専門員の個人
属性と相談相手の属性、相談相手との関係性を独
立変数とした二項ロジスティック回帰分析（ステ
ップワイズ法、尤度比）を行った。独立変数を選
定するにあたっては、相談相手の関係９種類を
「同じ職場の者」、「以前の職場の者」、「他事業者」、
「友人」、「その他」の５種類にまとめ、相談相手
の人数に占める比率を求めて独立変数の候補とし
た。相談相手の属性および関係性については、相
談相手に占める各項目の比率を用いた。そして、
独立変数間で強い相関注３が認められた項目を除
表３．相談相手の関係９種類と相談相手との関係性との相関係数　　　　　　　　　　　　(n=503)
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いた項目を独立変数とした。
　結果、モデルの適合度は、Cox-Snell R ２乗が
0.351、Nagelkerke R ２乗が0.468であった（表４）。
推定された回帰式に基づく判別率は、79.5%であ
ったため、推定された回帰式は、あてはまりの良
いものとはいえない結果となった。関係の種類数
の増加との間に正の効果が認められたのは、「年代
（介護支援専門員）」、「相談相手の人数」、「以前の職
場の者」、「他事業者」、「その他（関係）」、「20代（相
談相手）」、「少なくとも週１回」、「４年未満」であ
った。また、「介護支援専門員の人数」と「１年未
満」については、関係の種類数の増加との間に負
の効果が認められた。
Ⅳ．考察
１．介護支援専門員の相談相手の傾向
　介護支援専門員が相談相手とする者について、
介護支援専門員の個人属性との関係から検討す
る。
　介護支援専門員の個人属性と相談相手との相関
分析（表２）において、「介護支援専門員の人数」
が多いと相談相手も多くなり、職場の同僚や上司
といった職場内の者を相談相手にする傾向が認め
られた。職場内にケアマネジメントに関する専門
性を備えた者が多くいれば、当然、身近な存在で
ある彼らを相談相手にすると考えられる。また、
職場に相談相手を多く持つ人は、勤め先の従業員
規模が大きいことが傾向の一つとしてあることか
らも８）、職場内の相談相手の人数は増えやすいが、
他事業者など職場外の相談相手は減少する傾向が
みられたのではないかと考えられる。
　介護支援専門員の「年代」が高くなる、および
「実務経験月」が長くなると、相談相手の中に上司
が減少し、職場の部下（後輩）と他事業者を相談
相手とする傾向があることがわかった。介護支援
専門員は、年代が高くなる、もしくは実務経験月
が長くなると、自らが上司や先輩という立場にな
るために上司が減少する一方で、部下（後輩）も
相談相手になるのだと考えられる。また、他事業
者を相談相手とすることについては、年代が高く
なることや実務経験月が長くなるにつれて、仕事
等を通じて職場外の者との関わりも増えることか
ら、職場にとらわれない相談相手を持つようにな
ることが推察される。しかし、その関連性につい
ては、本調査の結果から把握することはできなか
った。「職種」については、鳴釜ら（2011）７）の調
査結果からは、介護支援専門員の基礎資格となる
職種により相談相手とする者が異なることが示さ
れているが、本調査においては、職種による相談
相手との関係の違いが「以前の職場上司」と「友
人」に認められたのみであった。
　介護支援専門員と相談相手の双方の「性別」と
「年代」について、同性（女性）と50代や60代とい
った同世代が多い傾向が認められたが、「相談相
手は自分と同年代に多い」という調査報告８）があ
ることからも、このような結果を得たのだと考え
る。
　介護支援専門員の個人属性と相談相手との関係
性については、相談相手の関係９種類と相談相手
との関係性の相関分析の結果（表３）を踏まえて
検討する。
　相談相手の関係９種類と「接触頻度」の結果か
表４．関係の種類数（「１．２種類」と「３種類以上」）
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ら、職場の同僚や上司とはほとんど毎日会うが、
職場外の相談相手とは接触頻度が少ない傾向にあ
ることがわかった。また、親しさについても、職
場外の者には親しさを感じているが、職場内の者
には親しいと感じない傾向があり、職場の上司に
ついては、仕事でのみ交流が正の相関を認めた。
このことから、職場内の相談相手とは、接触頻度
は高いが親しくはない関係であり、職場外の相談
相手とは、接触頻度は低いが親しい関係であるこ
とがわかる。他方、親しい関係が認められない職
場の同僚、上司および部下（後輩）が、相談相手
との関係で多くあげられていることから、親密さ
が相談相手を選ぶ要素になっているのではないと
も解釈することができる。「職場の上司」は、知り
合ってからの期間が「２年未満」に正の相関を認
め、職場の同僚と共に「10年以上」に負の相関を
認めた。このような結果は、介護支援専門員が勤
務する事業所での在籍期間によっても左右される
ことが推測される。また、職場の部下（後輩）と
他事業者、友人とのつき合いが、10年以上という
長期間である傾向については、本調査ではその要
因を把握することが困難であった。
　こうした職場内と職場外での相談相手との関係
性の違いは、職場内の者が相談相手となる傾向を
示した表２の「介護支援専門員の人数」が、「個人
的にとても親しい」と負の相関を認めたことや、
他事業者を相談相手とする傾向がある「実務経験
月」が、接触頻度の「ほとんど毎日」と「仕事で
のみ交流」との間に負の相関を認めたことなどに
も関係していると考える。
　相談相手との関係の種類数に関する分析結果
（表４）から、「相談相手の人数」が増えると関係
の種類数が増える効果があることがわかった。ま
た、「以前の職場の者」や「他事業者」といった
職場外の者が相談相手となることも関係の種類数
が増える効果があることがわかった。しかし、相
談相手の人数と正の相関を認めた「介護支援専門
員の人数」は、関係の種類数を減少させる効果が
示された。これは、職場内に相談相手となる者が
多いと、職場外に相談相手を持つことが少なくな
り、職場外の関係性も増えないことが示されたの
だと考える。他方、関係の種類数を増やすうえで
職場外の者が相談相手となることが有効であるこ
とは、相談相手となる者の中心は職場内の者であ
るが、職場外の者に相談相手が広がっていくこと
で関係の種類数が増えると解釈できる。そのため、
職場外の相談相手との関係性で正の相関が認めら
れた介護支援専門員の「年代」や「少なくとも週
１回」と「４年未満」が、関係の種類数を増やす
効果のある要因にあげられたのだと考える。また、
知り合ってからの期間が「１年未満」と短い場合
は、関係の種類数が減少する効果が示されたこと
からも、「４年未満」といった相手と知り合ってか
らある程度の期間が経たないと相談相手にはなら
ないということが推察される。
２．相談相手とのつながりの構築
　これまでの分析結果から、介護支援専門員の相
談相手は、職場内の者を中心として職場外に相談
相手が広がると考えられることから、まずは職場
内に相談相手を持つことが必要であるといえる。
そして、職場外に相談相手を増やすには、介護支
援専門員として経験を積んで行く中で関わる人々
に相談相手という関係を求める事になると考え
る。そのため、他者と相談相手という関係を築く
には、ある程度時間が必要であると考えられる。
　本研究では、相談相手との関係を介護支援専門
員の個人属性と相談相手の属性および相談相手と
の関係性から捉えた。そのため、介護支援専門員
の相談相手として、例えば専門機関や専門識者の
名称を示して、どこ（誰）にどのような内容の相
談をしているのかという具体的な相談相手の選好
については、検討することができなかった。また、
新人の介護支援専門員やいわゆる「一人ケアマネ」
など、身近に相談できる相手が少ないと考えられ
る者の相談相手とのつながりについて言及するこ
とができなかった。今後、これらの検討を行うこ
とが、相談相手とのつながりの構築にむけた具体
的方策の提案に結びつくと考える。
Ⅴ．結　論
　介護支援専門員は、職場内の者を中心として職
場外の者も含めた相談相手を構成し、職場内と職
場外では、相談相手との関係性が異なることがわ
かった。多様な相談相手とつながる要因として、
介護支援専門員の年代が高いことや相談相手が多
いこと、職場外の者が相談相手に加わることが示
された。職場外の者を相談相手とするには、実務
経験を積む中で相談相手という関係を構築するこ
とになるが、そのためにはある程度時間を要する
と考えられる。
　今後は、他者と相談相手という関係を構築する
ための具体的な方策を検討するうえで、相談内容
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による具体的な相談相手の選好についてと、介護
支援専門員と相談相手との関係を詳細に分析する
ことが必要である。
注
１.「Ｘ県介護サービス情報公表システム」（2012
年２月６日時点）で公表されている指定居宅介
護支援事業所と介護支援専門員の人数を調査対
象とした。但し、「WAM NET」（独立行政法人
福祉医療機構）において休止あるいは廃止とな
っている事業所は調査対象外としている。
２．本研究における「医療職者」とは、看護師、
准看護士、保健師、理学療法士、作業療法士、
薬剤師、歯科衛生士、はり師、きゅう師、あん
摩マッサージ指圧師、柔道整復師、医師である。
また、医療職者とした資格以外の介護福祉士、
社会福祉士、栄養士などを「福祉その他の者」
とした。医療系資格と福祉系資格の両方を取得
している者については、「医療職者」とした。
３．ここでは、独立変数とする項目同士の相関係
数が0.4以上となるものを除いた。
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